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長江経済ベルトにおける革新駆動型産業構

造への転換・高度化に関する方案 
 

【要点】 

○ 中国国家発展改革委員会・科学技術部・工業情報化部は、2016年3月9日に共同で「長江経済ベル

トにおける革新駆動型産業構造への転換・高度化に関する方案」（中国語名「长江经济带创新驱

动产业转型升级方案」、以下「方案」）を発表した。 

○ 中国最長河川である長江を取り巻く「長江経済ベルト」の発展促進は、「一帯一路」（新シルク

ロード）構想同様、中国政府が積極的に推進している地域開発戦略の1つである。2014年9月発表

の「黄金水道による長江経済ベルトの発展促進に関する指導意見」では、革新駆動型産業構造へ

の転換・高度化の促進が大きな政策の柱に据えられており、それを加速させ、長江経済ベルトを

「近代的な産業回廊」に発展させるために打ち出されたのが、この「方案」である。 

○ 「方案」では、2020年までに革新能力の向上、産業構造の最適化、中国経済全体のけん引力強化

等の面で顕著な成果を上げ、2030年までに革新駆動型産業構造・経済成長に全面的に切り替え、

世界トップクラスの革新能力の獲得、協働・協力による地域経済の一体的発展で顕著な成果を収

めることで、長江経済ベルトを中国経済の構造転換・高度化の重要なエンジンにすることが目標

とされた。その目標達成のための5つの重点任務も明示された。具体的には、①革新能力の向上

（域内革新体制の整備と産業技術革新プラットフォームの構築等）、②工業の新たな優位性の構

築（「中国製造2025」に基づく戦略性新興産業の発展加速等）、③現代サービス業の発展促進（ハ

イテク・科学技術関連サービス産業の発展加速等）、④農業の近代化促進（農業の6次産業化の

推進等）、⑤域内産業配置の最適化（産業の相乗的発展の推進等）、である。 

○ 「方案」では、上述の重点任務を遂行するための保障・支援体制と組織体制も示された。保障・

支援体制に関しては、地域一体化・協調体制の構築、改革・革新による経済発展の内的原動力の

増強、融資ルートの拡大・多様化等、組織体制に関しては、本方案の実施に必要な組織力の強化、

具体策の研究、各関係官庁による実施状況の追跡的分析・指導と協調の強化等、が挙げられた。 
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【構成(概要)】 

「長江経済ベルトにおける革新駆動型産業構造への転換・高度化に関する方案」 

（発改高技[2016]440号） 

成立日：2016年3月2日、発表日：2016年3月9日 

1.基礎的条件と発展の余地：長江経済ベルトは、中国の東・中・西部を横断する11の省・直轄市

で構成され、人口・GDPともに全国の4割強を占めている。長江経済ベルトには経済発展の基礎

的条件が備わっており、発展の余地は大きいが、「地域格差が大きい、自主革新能力が弱い、

ミドル・ローエンド産業の割合が高い」等の問題もある。長江沿いの各省・直轄市の資源賦存

状況、生態環境の余力、国土計画（「全国主体功能区規劃」）における位置づけ等に基づいて

長江経済ベルトを革新駆動的で協調的な発展に導き、戦略的な計画の策定、産業構造の最適化、

優位性を持つ産業の集積促進、革新能力の向上、政策・改革措置の革新に力点を置けば、長江

経済ベルトの産業配置の最適化、産業構造の高度化、革新能力の向上を加速できる。 

2.戦略的位置づけと達成目標：革新駆動型経済発展のけん引力、産業融合のリード役、地域協力

のモデル役、対外開放・協力の成功地として長江経済ベルトを位置付ける。2020年までに革新

能力の向上、産業構造の最適化、中国経済全体のけん引力強化において顕著な成果を上げ、2030

年までに革新駆動型産業構造・経済成長に全面的に切り替え、世界トップクラスの革新能力の

獲得、協働・協力による地域経済の一体的発展で顕著な成果を収め、中国経済の構造転換・高

度化の重要なエンジンにすることを目標とする。 

3.重点任務：革新能力の向上（域内革新体制の整備、産業技術革新プラットフォームの構築等）、

工業の新たな優位性の構築（「中国製造2025」に基づく戦略性新興産業の発展加速等）、現代

サービス業の発展促進（ハイテク・科学技術関連サービス産業の発展加速等）、農業の近代化

促進（農業の6次産業化の推進等）、域内産業配置の最適化（産業の相乗的発展の推進等）。 

4.保障・支援体制：地域一体化・協調体制の構築、改革・革新による経済発展の内的原動力の増

強、革新を促す市場環境の整備、融資ルートの拡大・多様化、人材誘致・育成環境の整備等。 

5.組織体制：本方案の実施に必要な組織力の強化、本方案の推進に関する具体策の研究を通じた、

重大な改革の推進、計画の編成、政策の実施、プロジェクトの企画、制度の革新等の面での積

極的な支援、各関係官庁による実施状況の追跡的分析・指導と重大な問題の協調的解決等。 

 

＊中国語全文は、http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201603/t20160309_792254.html 

から入手可能（2016年4月21日アクセス） 
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